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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリ乳酸樹脂、
ポリアセタール樹脂、
エポキシ化合物、オキサゾリン化合物、オキサジン化合物、カルボジイミド化合物から選
ばれる少なくとも一種のカルボキシル基反応性末端封鎖剤、ならびに
ステアリン酸ナトリウム、トリアゾール化合物およびホスフェート系化合物から選ばれる
一種以上、
を溶融混練してなることを特徴とする樹脂組成物。
【請求項２】
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
ポリ乳酸樹脂の含有量が９９重量部以下５０重量部以上であることを特徴とする請求項１
に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
ポリアセタール樹脂の含有量が９９重量部以下５０重量部超であることを特徴とする請求
項１に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
カルボキシル基反応性末端封鎖剤の量が１０重量部以下０．０１重量部以上であることを
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特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　樹脂組成物中のポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂が相溶化していることを特徴とする
請求項１～４のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項６】
　樹脂組成物のポリアセタール樹脂由来の降温時の結晶化温度が、用いたポリアセタール
樹脂単独の降温時の結晶化温度よりも低い温度であることを特徴とする請求項１～５のい
ずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項７】
　前記ポリアセタール樹脂がポリアセタールコポリマーであることを特徴とする請求項１
～６のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項８】
 前記カルボキシル基反応性末端封鎖剤が、グリシジルエーテル化合物、グリシジルエス
テル化合物、グリシジルアミン化合物、グリシジルイミド化合物、脂環式エポキシ化合物
の少なくとも一種であることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の樹脂組成
物。
【請求項９】
　ポリ乳酸樹脂が、ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分の内、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるい
はＤ体が９０％以上含まれるものであることを特徴とする請求項１～８のいずれか１項に
記載の樹脂組成物。
【請求項１０】
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、ステ
アリン酸ナトリウムの量が０．００１～１重量部であることを特徴とする請求項１～９の
いずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項１１】
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、トリ
アゾール化合物またはホスフェート系化合物の量が２重量部以下０．０１重量部以上であ
ることを特徴とする請求項１～１０のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項１２】
 請求項１～１１のいずれか１項に記載の樹脂組成物からなる成形品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、成形性、機械特性、耐熱性、耐加水分解性に優れた樹脂組成物ならびにそれか
らなる成形品に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
ポリ乳酸樹脂は、高い融点を持ち、また溶融成形可能であることから、実用上優れた生分
解性ポリマーとして期待されている。また、将来的にバイオ原料から作られる汎用ポリマ
ーとしての利用も期待されている。しかしながら、ポリ乳酸樹脂は、結晶化速度が遅いた
め、結晶化させて成形品として用いるには限界があった。例えばポリ乳酸樹脂を射出成形
する場合には、長い成形サイクル時間や成形後の熱処理を必要とすること、および成形時
や熱処理時の変形が大きいことなどの実用上大きな問題があった。また、ポリ乳酸樹脂は
、耐加水分解特性が悪く、高温高湿下で使用することが困難であった。そのため、特許文
献１では、通常のポリエステルの耐加水分解改良と同様に、カルボジイミド化合物を用い
てポリ乳酸でもカルボキシル末端基を封鎖する方法が試みられているが、その効果は不十
分であった。
【０００３】
一方、ポリアセタール樹脂は、機械特性や成形性などバランスに優れた樹脂であることか
ら、射出成形品として広く用いられているが、繊維やフィルムなどに加工するのが難しい
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樹脂であった。
【０００４】
２種またはそれ以上のポリマーを配合して用いる技術は、ポリマーアロイとして広く知ら
れており、このポリマーアロイは、個々のポリマーの欠点を改良する目的で広く利用され
ている。しかしながら、２種以上のポリマーを混合した場合、多くはポリマー同士の分散
性が悪く、ペレットや成形品の形状に加工できなかったり、劣った特性を示す傾向となる
。
【０００５】
しかし、まれに２種のポリマーが均一な非晶相を形成する場合があり、この種のものは一
般に相溶性または混和性ポリマーアロイとして優れた特性を示すことが期待されているが
、その例は少ない。
【０００６】
ポリ乳酸樹脂と相溶性のあるポリマーとしては、ポリエチレングリコール（例えば、非特
許文献１参照）やポリメチルメタクリレート（例えば、非特許文献２参照）が知られてい
るが、これらのポリマーを混合した場合には、ポリ乳酸樹脂の強度や結晶性が大きく低下
するという問題があった。
【０００７】
また、ポリアセタールと相溶性のあるポリマーとしては、ポリビニルフェノール（例えば
、非特許文献３参照）が知られているが、ポリビニルフェノールは分子量が一般に低いこ
とから、混合後の樹脂物性が低下するという問題があった。
【０００８】
特許文献２には、ポリアセタールに生分解性を付与する目的で、脂肪族ポリエステルと微
量のホルムアルデヒドを含有させた樹脂組成物が開示され、その中で脂肪族ポリエステル
の１例として、種々の脂肪族ポリエステルとともにポリ乳酸の使用例が開示されているが
、同公報記載の組成物では、上記に記載したポリ乳酸樹脂やポリアセタール樹脂の問題を
解決できるものではなかった。また、同公報記載の発明においてポリ乳酸は、他の脂肪族
ポリエステルと同等に扱われており、ポリアセタールとの相溶性に関して特別な認識は全
くなされていない。
【０００９】
【特許文献１】
特開平１１－８０５２２号公報（第５，６頁）
【特許文献２】
特開平５－４３７７２号公報(第５頁)
【非特許文献１】
Ｐｏｌｙｍｅｒ　３７（２６），５８４９－５８５７頁（１９９６）
【非特許文献２】
Ｐｏｌｙｍｅｒ　３９（２６），６８９１－６８９７頁（１９９８）
【非特許文献３】
Ｐｏｌｙｍｅｒ　３３（４），７６０－７６６頁（１９９２）
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上述した従来技術における問題点の解決を課題として検討した結果達成された
ものである。
【００１１】
したがって、本発明の目的は、成形性、機械特性、耐熱性、耐加水分解性に優れた樹脂組
成物およびそれからなる成形品を提供することにある。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、ポリ乳酸樹脂、ポリアセタール樹脂およびカルボキシル基反応性末端封鎖
剤を溶融混練してなる樹脂組成物が上記の目的に合致する優れた特性を有することを見い
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出し、本発明に到達した。
【００１３】
　すなわち、本発明は、ポリ乳酸樹脂、ポリアセタール樹脂、
エポキシ化合物、オキサゾリン化合物、オキサジン化合物、カルボジイミド化合物から選
ばれる少なくとも一種のカルボキシル基反応性末端封鎖剤、ならびに
ステアリン酸ナトリウム、トリアゾール化合物およびホスフェート系化合物から選ばれる
一種以上、
を溶融混練してなることを特徴とする樹脂組成物を提供するものである。
【００１４】
　なお、本発明の樹脂組成物においては、
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
ポリ乳酸樹脂の含有量が９９重量部以下５０重量部以上であること、
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
ポリアセタール樹脂の含有量が９９重量部以下５０重量部超であること、
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、前記
カルボキシル基反応性末端封鎖剤の量が１０重量部以下０．０１重量部以上であること、
　樹脂組成物中のポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂が相溶化していること、
　樹脂組成物のポリアセタール樹脂由来の降温時の結晶化温度が、用いたポリアセタール
樹脂単独の降温時の結晶化温度よりも低い温度であること、
　前記ポリアセタール樹脂がポリアセタールコポリマーであること、
　前記カルボキシル基反応性末端封鎖剤がグリシジルエーテル化合物、グリシジルエステ
ル化合物、グリシジルアミン化合物、グリシジルイミド化合物、脂環式エポキシ化合物の
少なくとも一種であること、
　ポリ乳酸樹脂が、ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分の内、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるい
はＤ体が９０％以上含まれるものであること、
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、ステ
アリン酸ナトリウムの量が０．００１～１重量部であること、
　前記ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、トリ
アゾール化合物またはホスフェート系化合物の量が２重量部以下０．０１重量部以上であ
ること、
　が、いずれも好ましい条件として挙げられ、これらの条件を適用した場合には一層優れ
た効果の取得を期待することができる。
【００１５】
また、本発明の成形品は、上記の樹脂組成物からなることを特徴とする。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について詳細に説明する。
【００１７】
本発明に用いられるポリ乳酸樹脂とは、Ｌ－乳酸及び／またはＤ－乳酸を主たる構成成分
とするポリマーであるが、乳酸以外の他の共重合成分を含んでいてもよい。他の共重合成
分としては、エチレングリコール、ブロピレングリコール、ブタンジオール、ヘプタンジ
オール、ヘキサンジオール、オクタンジオール、ノナンジオ－ル、デカンジオール、１，
４－シクロヘキサンジメタノ－ル、ネオペンチルグリコール、グリセリン、ペンタエリス
リトール、ビスフェノ－ルＡ、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールおよ
びポリテトラメチレングリコールなどのグリコール化合物、シュウ酸、アジピン酸、セバ
シン酸、アゼライン酸、ドデカンジオン酸、マロン酸、グルタル酸、シクロヘキサンジカ
ルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ビス（ｐ
－カルボキシフェニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４，４´－ジフェニルエー
テルジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、５－テトラブチルホスホニウム
イソフタル酸などのジカルボン酸、グリコール酸、ヒドロキシプロピオン酸、ヒドロキシ
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酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ安息香酸などのヒドロキシ
カルボン酸、およびカプロラクトン、バレロラクトン、プロピオラクトン、ウンデカラク
トン、１，５－オキセパン－２－オンなどのラクトン類を挙げることができる。かかる共
重合成分は全単量体成分のうち、本発明の効果を損なわない程度、例えば２０モル％以下
であることが好ましく、１０モル％以下であることが好ましい。
【００１８】
本発明においては、相溶性の点から、乳酸成分の光学純度が高いポリ乳酸樹脂を用いるこ
とが好ましい。すなわち、ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分の内、Ｌ体が８０％以上含まれるか
あるいはＤ体が８０％以上含まれることが好ましく、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるい
はＤ体が９０％以上含まれることが特に好ましく、Ｌ体が９５％以上含まれるかあるいは
Ｄ体が９５％以上含まれることが更に好ましく、Ｌ体が９８％以上含まれるかあるいはＤ
体が９８％以上含まれることが更に好ましい。また、Ｌ体またはＤ体の含有量の上限は通
常１００％以下である。
【００１９】
ポリ乳酸樹脂の分子量や分子量分布については、実質的に成形加工が可能であれば特に制
限されるものではないが、重量平均分子量としては、通常１万以上、好ましくは４万以上
、さらに８万以上であることが望ましい。ここでいう重量平均分子量とは、ゲルパーミテ
ーションクロマトグラフィーで測定したポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算の分
子量をいう。
【００２０】
ポリ乳酸樹脂の融点については、特に制限されるものではないが、１２０℃以上であるこ
とが好ましく、さらに１５０℃以上であることが好ましく、特に１６０℃以上であること
が好ましい。ポリ乳酸樹脂の融点は、通常乳酸成分の光学純度を高くすることにより高く
なり、融点が１２０℃以上のポリ乳酸樹脂は、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるいはＤ体
が９０％以上含まれることにより、また融点が１５０℃以上のポリ乳酸樹脂は、Ｌ体が９
５％以上含まれるかあるいはＤ体が９５％以上含まれることにより、また融点が１６０℃
以上のポリ乳酸樹脂は、Ｌ体が９８％以上含まれるかあるいはＤ体が９８％以上含まれる
ことにより、得ることができる。
【００２１】
このようなポリ乳酸樹脂の製造方法としては、公知の重合方法を用いることができ、乳酸
からの直接重合法、およびラクチドを介する開環重合法などを挙げることができる。
【００２２】
本発明に用いられるポリアセタール樹脂は、オキシメチレン単位を主たる繰り返し単位と
するポリマーであり、ホルムアルデヒドもしくはトリオキサンを主原料として、重合反応
によって得られる、いわゆるポリアセタールホモポリマー、および主としてオキシメチレ
ン単位からなり、主鎖中に２～８個の隣接する炭素原子を有するオキシアルキレン単位を
１５重量％以下含有するいわゆるポリアセタールコポリマーのいずれであってもよく、ま
た他の構成単位を含有するコポリマー、つまりブロックコポリマー、ターポリマーおよび
架橋ポリマーのいずれであってもよく、これらは１種または２種以上で用いることができ
るが、熱安定性の観点からはポリアセタールコポリマーであることが好ましい。
【００２３】
本発明におけるポリアセタール樹脂の製造方法については特に制限はなく、公知の方法に
より製造することができる。ポリアセタールホモポリマーの代表的な製造方法の例として
は、高純度のホルムアルデヒドを有機アミン、有機あるいは無機の錫化合物、金属水酸化
物のような塩基性重合触媒を含有する有機溶媒中に導入して重合し、重合体を濾別した後
、無水酢酸中、酢酸ナトリウムの存在下で加熱してポリマー末端をアセチル化することに
より製造する方法などが挙げられる。
【００２４】
また、代表的なポリアセタールコポリマーの製造方法の例としては、高純度のトリオキサ
ンおよびエチレンオキシドや１，３－ジオキソランなどの共重合成分をシクロヘキサンの
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ような有機溶媒中に導入し、三弗化ホウ素ジエチルエーテル錯体のようなルイス酸触媒を
用いてカチオン重合した後、触媒の失活と末端基の安定化を行うことによる製造する方法
、あるいは溶媒を全く使用せずに、セルフクリーニング型撹拌機の中へトリオキサン、共
重合成分および触媒を導入して塊状重合した後、さらに不安定末端を分解除去することに
より製造する方法などが挙げられる。
【００２５】
これらポリアセタール樹脂の粘度は、成形材料として使用できる程度のものであれば特に
制限はないが、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３８法によるメルトインデックス（ＭＩ）が測定可能で
あり、温度１９０℃、荷重２．１６ｋｇで測定したＭＩが１．０～５０ｇ／１０分の範囲
のものであることが好ましく、１．５～３５ｇ／１０分のものであることが特に好ましい
。
【００２６】
また、ポリアセタール樹脂としては、あらかじめ熱安定剤や発生ガス捕捉剤を含有してい
るものを用いることが好ましく、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチル
フェノール）、カルシウムリシノレート、シアノグアナジン、ヘキサメチレンビス（３，
５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシハイドロシアナメート）、メラミン、メラミン－ホルム
アルデヒド樹脂、ナイロン６／６６、ナイロン６６／６１０／６、ナイロン６１２／６、
テトラキス［メチレン（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシヒドロシアナメート）
］メタン、１，６－ヘキサンジオールビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシフェニル）プロピオネート］、トリエチレングリコール［３－（３，５－ジ－ｔ－ブ
チル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］の少なくとも１種が含有
されていることが好ましい。
【００２７】
なお、ポリアセタール樹脂の分解が促進されることにより組成物の耐久性や相溶性を損な
うなど、組成物自体の特性に強い影響を与える可能性の高いホルムアルデヒドは配合しな
いことが好ましく、ポリアセタール樹脂に含まれるホルムアルデヒド量を考慮しても、多
くともポリアセタール樹脂に対して、５００ｐｐｍ未満にとどめておくのが好ましく、２
５０ｐｐｍ以下にとどめておくのがより好ましく、１００ｐｐｍ以下にとどめておくのが
さらに好ましく、含有しないことがより好ましい。このようなホルムアルデヒド含有量を
達成するには、前述したようにポリアセタールホモポリマーの重合後、ポリマー末端をア
セチル化したり、ポリアセタールコポリマーの重合後、不安定末端を分解除去するなどの
方法により安定化処理を行ったポリアセタール樹脂を用いることが好ましい。上記樹脂組
成物中のホルムアルデヒド含有量は、樹脂組成物を粉砕して得られる粉体１ｇを、水１０
０ｍｌ中、５０℃で６時間撹拌して、ホルムアルデヒドを抽出し、アセチルアセトン法で
定量することにより測定することができる。
【００２８】
　本発明で使用するカルボキシル基反応性末端封鎖剤としては、ポリマーのカルボキシル
末端基を封鎖することのできる化合物であり、ポリマーのカルボキシル末端の封鎖剤とし
て用いられているものを用いることができる。本発明においてかかるカルボキシル基反応
性末端封鎖剤は、ポリ乳酸樹脂の末端を封鎖するのみではなく、ポリ乳酸樹脂やポリアセ
タール樹脂の熱分解や加水分解などで生成する乳酸やギ酸などの酸性低分子化合物のカル
ボキシル基も封鎖することができる。また、上記末端封鎖剤は、熱分解により酸性低分子
化合物が生成する水酸基末端も封鎖できる化合物であることがさらに好ましい。
【００２９】
　このようなカルボキシル基反応性末端封鎖剤としては、エポキシ化合物、オキサゾリン
化合物、オキサジン化合物、カルボジイミド化合物から選ばれる少なくとも１種の化合物
を使用する。
【００３０】
本発明にカルボキシル基反応性末端封鎖剤として用いることのできるエポキシ化合物とし
ては、グリシジルエーテル化合物、グリシジルエステル化合物、グリシジルアミン化合物
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、グリシジルイミド化合物、脂環式エポキシ化合物を好ましく使用することができる。
【００３１】
グリシジルエーテル化合物の例としては、ブチルグリシジルエーテル、ステアリルグリシ
ジルエーテル、アリルグリシジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、ｏ－フェニル
フェニルグリシジルエーテル、エチレンオキシドラウリルアルコールグリシジルエーテル
、エチレンオキシドフェノールグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエ
ーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシ
ジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコー
ルジグリシジルエーテル、ポリテトラメチレングリコールジグリシジルエーテル、シクロ
ヘキサンジメタノールジグリシジルエーテル、グリセロールトリグリシジルエーテル、ト
リメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトールポリグリシジルエ
ーテル、２，２－ビス－（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス－（４－ヒ
ドロキシフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホンなどのビスフェノ
ール類とエピクロルヒドリンとの縮合反応から得られるビスフェノールＡジグリシジルエ
ーテル型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂、ビスフ
ェノールＳジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂などを挙げることができる。なかでも、
ビスフェノールＡジグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が好ましい。
【００３２】
グリシジルエステル化合物の例としては、安息香酸グリシジルエステル、ｐ－トルイル酸
グリシジルエステル、シクロヘキサンカルボン酸グリシジルエステル、ステアリン酸グリ
シジルエステル、ラウリン酸グリシジルエステル、パルミチン酸グリシジルエステル、バ
ーサティック酸グリシジルエステル、オレイン酸グリシジルエステル、リノール酸グリシ
ジルエステル、リノレン酸グリシジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエステル、イ
ソフタル酸ジグリシジルエステル、フタル酸ジグリシジルエステル、ナフタレンジカルボ
ン酸ジグリシジルエステル、ビ安息香酸ジグリシジルエステル、メチルテレフタル酸ジグ
リシジルエステル、ヘキサヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、テトラヒドロフタル酸
ジグリシジルエステル、シクロヘキサンジカルボン酸ジグリシジルエステル、アジピン酸
ジグリシジルエステル、コハク酸ジグリシジルエステル、セバシン酸ジグリシジルエステ
ル、ドデカンジオン酸ジグリシジルエステル、オクタデカンジカルボン酸ジグリシジルエ
ステル、トリメリット酸トリグリシジルエステル、ピロメリット酸テトラグリシジルエス
テルなどを挙げることができる。なかでも、安息香酸グリシジルエステルやバーサティッ
ク酸グリシジルエステルが好ましい。
【００３３】
グリシジルアミン化合物の例としては、テトラグリシジルアミノジフェニルメタン、トリ
グリシジル－ｐ－アミノフェノール、トリグリシジル－ｍ－アミノフェノール、ジグリシ
ジルアニリン、ジグリシジルトルイジン、テトラグリシジルメタキシレンジアミン、ジグ
リシジルトリブロモアニリン、テトラグリシジルビスアミノメチルシクロヘキサン、トリ
グリシジルシアヌレート、トリグリシジルイソシアヌレートなどを挙げることができる。
【００３４】
グリシジルイミド化合物の例としては、Ｎ－グリシジルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－
４－メチルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４，５－ジメチルフタルイミド、Ｎ－グリシ
ジル－３－メチルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－３，６－ジメチルフタルイミド、Ｎ－
グリシジル－４－エトキシフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４－クロルフタルイミド、Ｎ
－グリシジル－４，５－ジクロルフタルイミド、Ｎ－グリシジル－３，４，５，６－テト
ラブロムフタルイミド、Ｎ－グリシジル－４－ｎ－ブチル－５－ブロムフタルイミド、Ｎ
－グリシジルサクシンイミド、Ｎ－グリシジルヘキサヒドロフタルイミド、Ｎ－グリシジ
ル－１，２，３，６－テトラヒドロフタルイミド、Ｎ－グリシジルマレインイミド、Ｎ－
グリシジル－α，β－ジメチルサクシンイミド、Ｎ－グリシジル－α－エチルサクシンイ
ミド、Ｎ－グリシジル－α－プロピルサクシンイミド、Ｎ－グリシジルベンズアミド、Ｎ
－グリシジル－ｐ－メチルベンズアミド、Ｎ－グリシジルナフトアミド、Ｎ－グリシジル
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ステラミドなどを挙げることができる。なかでも、Ｎ－グリシジルフタルイミドが好まし
い。
【００３５】
脂環式エポキシ化合物の例としては、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル－３，４－
エポキシシクロヘキシルカルボキシレート、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル）アジペート、ビニルシクロヘキセンジエポキシド、Ｎ－メチル－４，５－エポキシシ
クロヘキサン－１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－エチル－４，５－エポキシシクロヘキ
サン－１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－フェニル－４，５－エポキシシクロヘキサン－
１，２－ジカルボン酸イミド、Ｎ－ナフチル－４，５－エポキシシクロヘキサン－１，２
－ジカルボン酸イミド、Ｎ－トリル－３－メチル－４，５－エポキシシクロヘキサン－１
，２－ジカルボン酸イミドなどを挙げることができる。
【００３６】
また、その他のエポキシ化合物として、エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポキ
シ化鯨油などのエポキシ変性脂肪酸グリセリド、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、
クレゾールノゾラック型エポキシ樹脂などを用いることができる。
【００３７】
本発明で用いるカルボキシル基反応性末端封鎖剤として用いることのできるオキサゾリン
化合物の例としては、２－メトキシ－２－オキサゾリン、２－エトキシ－２－オキサゾリ
ン、２－プロポキシ－２－オキサゾリン、２－ブトキシ－２－オキサゾリン、２－ペンチ
ルオキシ－２－オキサゾリン、２－ヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－ヘプチルオ
キシ－２－オキサゾリン、２－オクチルオキシ－２－オキサゾリン、２－ノニルオキシ－
２－オキサゾリン、２－デシルオキシ－２－オキサゾリン、２－シクロペンチルオキシ－
２－オキサゾリン、２－シクロヘキシルオキシ－２－オキサゾリン、２－アリルオキシ－
２－オキサゾリン、２－メタアリルオキシ－２－オキサゾリン、２－クロチルオキシ－２
－オキサゾリン、２－フェノキシ－２－オキサゾリン、２－クレジル－２－オキサゾリン
、２－ｏ－エチルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェノキシ－２－オ
キサゾリン、２－ｏ－フェニルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェノキ
シ－２－オキサゾリン、２－ｍ－プロピルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－ｐ－フェ
ニルフェノキシ－２－オキサゾリン、２－メチル－２－オキサゾリン、２－エチル－２－
オキサゾリン、２－プロピル－２－オキサゾリン、２－ブチル－２－オキサゾリン、２－
ペンチル－２－オキサゾリン、２－ヘキシル－２－オキサゾリン、２－ヘプチル－２－オ
キサゾリン、２－オクチル－２－オキサゾリン、２－ノニル－２－オキサゾリン、２－デ
シル－２－オキサゾリン、２－シクロペンチル－２－オキサゾリン、２－シクロヘキシル
－２－オキサゾリン、２－アリル－２－オキサゾリン、２－メタアリル－２－オキサゾリ
ン、２－クロチル－２－オキサゾリン、２－フェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－エチ
ルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ－プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｏ
－フェニルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｍ－エチルフェニル－２－オキサゾリン、
２－ｍ－プロピルフェニル－２－オキサゾリン、２－ｐ－フェニルフェニル－２－オキサ
ゾリン、２，２′－ビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－メチル－２－オキ
サゾリン）、２，２′－ビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビ
ス（４－エチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４，４′－ジエチル－２－オキ
サゾリン）、２，２′－ビス（４－プロピル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４
－ブチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ヘキシル－２－オキサゾリン）、
２，２′－ビス（４－フェニル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－シクロヘキ
シル－２－オキサゾリン）、２，２′－ビス（４－ベンジル－２－オキサゾリン）、２，
２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（２－
オキサゾリン）、２，２′－ｏ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－
フェニレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（４
，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４－メチル－
２－オキサゾリン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（４，４′－ジメチル－２－オキサ
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ゾリン）、２，２′－エチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－テトラメチレンビ
ス（２－オキサゾリン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２
′－オクタメチレンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－デカメチレンビス（２－オキ
サゾリン）、２，２′－エチレンビス（４－メチル－２－オキサゾリン）、２，２′－テ
トラメチレンビス（４，４′－ジメチル－２－オキサゾリン）、２，２′－９，９′－ジ
フェノキシエタンビス（２－オキサゾリン）、２，２′－シクロヘキシレンビス（２－オ
キサゾリン）、２，２′－ジフェニレンビス（２－オキサゾリン）などが挙げられる。さ
らには、上記した化合物をモノマー単位として含むポリオキサゾリン化合物なども挙げる
ことができる。
【００３８】
本発明で用いることのできるカルボキシル基反応性末端封鎖剤としてのオキサジン化合物
の例としては、２－メトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－エト
キシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－プロポキシ－５，６－ジヒド
ロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ブトキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキ
サジン、２－ペンチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘキ
シルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－ヘプチルオキシ－５，
６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－オクチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４
Ｈ－１，３－オキサジン、２－ノニルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサ
ジン、２－デシルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロペ
ンチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－シクロヘキシルオキ
シ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－アリルオキシ－５，６－ジヒド
ロ－４Ｈ－１，３－オキサジン、２－メタアリルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，
３－オキサジン、２－クロチルオキシ－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジンな
どが挙げられ、さらには、２，２′－ビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジ
ン）、２，２′－メチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，
２′－エチレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－プロ
ピレンビス（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ブチレンビス
（５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ヘキサメチレンビス（５
，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（５，６
－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ｍ－フェニレンビス（５，６－ジ
ヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－ナフチレンビス（５，６－ジヒドロ－
４Ｈ－１，３－オキサジン）、２，２′－Ｐ，Ｐ′－ジフェニレンビス（５，６－ジヒド
ロ－４Ｈ－１，３－オキサジン）などが挙げられる。さらには、上記した化合物をモノマ
ー単位として含むポリオキサジン化合物などが挙げられる。
【００３９】
上記オキサゾリン合物やオキサジン化合物の中では、２，２′－ｍ－フェニレンビス（２
－オキサゾリン）、２，２′－ｐ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）が好ましい。
【００４０】
本発明でカルボキシル基反応性末端封鎖剤として使用することのできるカルボジイミド化
合物とは、分子内に少なくともひとつの（－Ｎ＝Ｃ＝Ｎ－）で表されるカルボジイミド基
を有する化合物であり、例えば適当な触媒の存在下に、有機イソシアネートを加熱し、脱
炭酸反応で製造できる。
【００４１】
カルボジイミド化合物の例としては、ジフェニルカルボジイミド、ジ－シクロヘキシルカ
ルボジイミド、ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、ジイソプロピルカルボジ
イミド、ジオクチルデシルカルボジイミド、ジ－ｏ－トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ－
トルイルカルボジイミド、ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－アミノフェ
ニルカルボジイミド、ジ－ｐ－ヒドロキシフェニルカルボジイミド、ジ－ｐ－クロルフェ
ニルカルボジイミド、ジ－ｏ－クロルフェニルカルボジイミド、ジ－３，４－ジクロルフ
ェニルカルボジイミド、ジ－２，５－ジクロルフェニルカルボジイミド、ｐ－フェニレン
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－ビス－ｏ－トルイルカルボジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジシクロヘキシルカルボ
ジイミド、ｐ－フェニレン－ビス－ジ－ｐ－クロルフェニルカルボジイミド、２，６，２
′，６′－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミド、ヘキサメチレン－ビス－シク
ロヘキシルカルボジイミド、エチレン－ビス－ジフェニルカルボジイミド、エチレン－ビ
ス－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｏ－トリイルカルボジイミド、
Ｎ，Ｎ´－ジフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジオクチルデシルカルボジイミド、Ｎ
，Ｎ´－ジ－２，６－ジメチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トリイル－Ｎ´－シクロヘ
キシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド
、Ｎ，Ｎ´－ジ－２，６－ジ－tert －ブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ－トルイル－
Ｎ´－フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ニトロフェニルカルボジイミド、Ｎ
，Ｎ´－ジ－ｐ－アミノフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－ヒドロキシフェニ
ルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－シクロヘキシルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ´－ジ－ｐ－
トルイルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ベンジルカルボジイミド、Ｎ－オクタデシル－Ｎ′
－フェニルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－フェニルカルボジイミド、Ｎ－オクタ
デシル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－シクロヘキシル－Ｎ′－トリルカルボジイミ
ド、Ｎ－フェニル－Ｎ′－トリルカルボジイミド、Ｎ－ベンジル－Ｎ′－トリルカルボジ
イミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－エチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－エチル
フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ
，Ｎ′－ジ－ｐ－イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｏ－イソブチル
フェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－ｐ－イソブチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，
Ｎ′－ジ－２，６－ジエチルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－エチル－６－
イソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２－イソブチル－６－イソプロピ
ルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリメチルフェニルカルボジイ
ミド、Ｎ，Ｎ′－ジ－２，４，６－トリイソプロピルフェニルカルボジイミド、Ｎ，Ｎ′
－ジ－２，４，６－トリイソブチルフェニルカルボジイミドなどのモノ又はジカルボジイ
ミド化合物、ポリ（１，６－ヘキサメチレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－メチレ
ンビスシクロヘキシルカルボジイミド）、ポリ（１，３－シクロヘキシレンカルボジイミ
ド）、ポリ（１，４－シクロヘキシレンカルボジイミド）、ポリ（４，４′－ジフェニル
メタンカルボジイミド）、ポリ（３，３′－ジメチル－４，４′－ジフェニルメタンカル
ボジイミド）、ポリ（ナフチレンカルボジイミド）、ポリ（ｐ－フェニレンカルボジイミ
ド）、ポリ（ｍ－フェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリルカルボジイミド）、ポリ（
ジイソプロピルカルボジイミド）、ポリ（メチル－ジイソプロピルフェニレンカルボジイ
ミド）、ポリ（トリエチルフェニレンカルボジイミド）、ポリ（トリイソプロピルフェニ
レンカルボジイミド）などのポリカルボジイミドなどが挙げられる。なかでもＮ，Ｎ´－
ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミド、２，６，２′，６′－テトライソ
プロピルジフェニルカルボジイミドが好ましく、また、ポリカルボジイミドが好ましい。
【００４２】
上記カルボキシル基反応性末端封鎖剤は１種または２種以上の化合物を任意に選択して使
用することができる。
【００４３】
本発明の樹脂組成物では、成形品にして使用する用途に応じて適度にカルボキシル末端や
酸性低分子化合物の封鎖を行えばよいが、具体的なカルボキシル末端や酸性低分子化合物
の封鎖の程度としては組成物中の酸濃度が１０当量／１０6ｋｇ以下であることが耐加水
分解性の点から好ましく、５当量／１０6ｇ以下であることがさらに好ましく、１当量／
１０6ｇ以下であることが特に好ましい。ポリマー組成物中の酸濃度は、ポリマー組成物
を適当な溶媒に溶解させた後、濃度既知の水酸化ナトリウムなどのアルカリ化合物溶液で
滴定することにより測定したり、ＮＭＲにより測定することができる。
【００４４】
カルボキシル基反応性末端封鎖剤の量は、ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計
を１００重量部としたときに、１０重量部以下０．０１量部以上であることが好ましく、
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５重量部以下０．０５重量部以上であることがさらに好ましい。
【００４５】
　本発明においては、さらにステアリン酸ナトリウムを添加することが好ましい。ここで
ステアリン酸ナトリウムは、カルボキシル基反応性末端封鎖剤と、ポリマー末端や酸性低
分子化合物のカルボキシル基との反応を促進する効果のある化合物であり、少量の添加で
反応を促進する効果のある化合物である。
【００４６】
　ステアリン酸ナトリウムの添加量は、特に限定されるものではないが、ポリ乳酸樹脂お
よびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、０．００１～１重量部が好
ましく、また０．０１～０．１重量部がより好ましく、さらには０．０２～０．１重量部
が最も好ましい。
【００４７】
　本発明においては、カルボキシル末端基反応性末端封鎖剤、特にカルボジイミド化合物
を使用した際に生じる着色を防止するために、さらにトリアゾール化合物またはホスフェ
ート化合物から選ばれる金属不活性化剤を添加することが好ましい。トリアゾール系化合
物の具体例としては、ベンゾトリアゾール、３－（Ｎ－サリシロイル）アミノ－１，２，
４－トリアゾールなどが挙げられる。
【００４８】
　ホスフェート系化合物の具体例としては、モノステアリルアシッドホスフェート、ジス
テアリルアシッドホスフェート、メチルアシッドホスフェート、イソプロピルアシッドホ
スフェート、ブチルアシッドホスフェート、オクチルアシッドホスフェート、イソデシル
アシッドホスフェートなどが挙げられる。
【００４９】
　中でも３－（Ｎ－サリシロイル）アミノ－１，２，４－トリアゾール、モノステアリル
アシッドホスフェート、ジステアリルアシッドホスフェートが好ましい。
【００５０】
　本発明においてトリアゾール化合物またはホスフェート化合物から選ばれる金属不活性
化剤は、１種類で用いても良いし、２種類以上を組み合せて用いても良い。また、金属不
活性化剤の配合量は、ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計１００重量部に対し
て、２重量部以下０．０１重量部以上が好ましく、１重量部以下０．０３重量部以上がさ
らに好ましい。
【００５１】
本発明においては、成形性、機械特性、耐熱性、耐加水分解性に優れた組成物が得られる
ことを特徴とするが、ポリ乳酸とポリアセタール樹脂との配合組成によって特に効果を奏
する特性が異なる。
【００５２】
すなわち、ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、
ポリ乳酸樹脂９９重量部以下５０重量部以上、特に９９重量部以下６０重量部以上を含有
してなる樹脂組成物においては、ポリ乳酸樹脂の特性を改良する点で有用であり、この組
成物は特に成形性、耐熱性、耐加水分解性の改良効果が特に顕著である。また、この組成
物においては、ポリ乳酸樹脂が有する特性を活かして、生分解性を伴ってもかまわない。
【００５３】
一方、ポリ乳酸樹脂およびポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、ポリ
アセタール樹脂９９重量部以下５０重量部超、特に９９重量部以下６０重量部以上を含有
してなる樹脂組成物においては、ポリアセタール樹脂の特性を改良することが可能であり
、特に加工性の改良に効果がある。
【００５４】
本発明の樹脂組成物においては、ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂とが相溶性配合物と
なることが好ましい。ここでいう「相溶性」とは、分子レベルで非晶相内に均一相を形成
する重合体の混合物を説明するために用いられる。つまり、配合物の一方または両方が結
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晶相および非晶相の両方を形成する場合、相溶性とは、非晶相が分子レベルで混合してい
ることを意味する。
【００５５】
配合物中の相溶性の判断は、いくつかの方法で行うことができる。相溶性について判断す
る最も一般的な方法は、ガラス転移温度で判断する方法である。相溶性配合物中では、ガ
ラス転移温度が各々単独のものより変化し、多くの場合単一のガラス転移温度を示す。ガ
ラス転移温度の測定方法としては、差動走査熱量計（ＤＳＣ）で測定する方法、および動
的粘弾性試験により測定する方法のいずれも用いることができる。
【００５６】
しかしながら、ポリアセタール樹脂は高結晶性であるために、ポリアセタール樹脂の含有
量が多い場合には、ガラス転移温度が不明確になるという問題がある。この場合の相溶性
の判断としては、ポリアセタール樹脂の結晶化温度を用いることができる。すなわち、ポ
リアセタール樹脂がそれ自体よりも結晶化速度の遅い樹脂と相溶性配合物を形成した場合
には、ポリアセタール樹脂の結晶化速度が単体の場合よりも低下するからである。したが
って、この結晶化速度の低下を、ＤＳＣで測定した降温時の結晶化温度で判断することが
できる。
【００５７】
例えば、Ｐｏｌｙｍｅｒ　３８（２５），６１３５－６１４３（１９９７）には、脂肪族
ポリエステルであるポリ（３－ヒドロキシブチレート）とポリメチレンオキサイド（ポリ
アセタール）のブレンドが非相溶性であることが報告されているが、この場合、ＤＳＣで
測定した組成物中のポリアセタールの降温時の結晶化温度は、ポリアセタール単体の結晶
化温度とほとんど変わらないことが示されている。
【００５８】
一方、前記非特許文献３には、ポリアセタールとポリビニルフェノールが相溶性であるこ
とが報告されているが、この場合、組成物中のポリアセタールの降温時の結晶化温度が、
ポリアセタール単体の結晶化温度に比べて、低下することが示されている。
【００５９】
本発明の樹脂組成物では、樹脂組成物中のポリアセタール樹脂の降温時の結晶化温度が、
ポリアセタール樹脂単独の結晶化温度よりも低い温度を示す。好ましい結晶化温度の低下
は組成によって異なる。そして、この結晶化温度は、用いるポリ乳酸樹脂の光学純度が高
くなると、低下の程度が大きくなる傾向にある。
【００６０】
ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、ポリ乳酸樹脂９
９重量部以下５０重量部以上およびポリアセタール樹脂１重量部以上５０重量部以下を配
合する場合には、ＤＳＣにより降温速度２０℃／分で測定したポリアセタール樹脂の結晶
化温度の低下が２℃以上であることが好ましく、３℃以上であることがさらに好ましく、
４℃以上であることが特に好ましい。特に、ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂の合計を
１００重量部としたときに、ポリ乳酸樹脂９９重量部以下６０重量部超およびポリアセタ
ール樹脂１重量部以上４０重量部未満を配合する場合には、ＤＳＣにより降温速度２０℃
／分で測定したポリアセタール樹脂の結晶化温度の低下が５℃以上であることが好ましく
、７℃以上であることがさらに好ましく、１０℃以上であることが特に好ましい。
【００６１】
ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂の合計を１００重量部としたときに、ポリ乳酸樹脂５
０重量部未満１重量部以上およびポリアセタール樹脂５０重量部超９９重量部以下を配合
する場合には、ＤＳＣにより降温速度２０℃／分で測定したポリアセタール樹脂の結晶化
温度の低下は０．２℃以上であることが好ましく、０．５℃以上であることがさらに好ま
しく、１℃以上であることが特に好ましい。特に、ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂の
合計を１００重量部としたときに、ポリ乳酸樹脂５０重量部未満４０重量部以上およびポ
リアセタール樹脂５０重量部超６０重量部以下を配合した場合には、ＤＳＣにより降温速
度２０℃／分で測定したポリアセタール樹脂の結晶化温度の低下は０．５℃以上であるこ
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とが好ましく、１℃以上であることがさらに好ましく、２℃以上であることが特に好まし
い。
【００６２】
本発明においては、ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂とカルボキシル基反応性末端封鎖
剤の３者を併用して溶融混練することで、特に耐加水分解性が向上する。この原因は、明
らかではないが、ポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂が非晶層で相溶化することで、カル
ボキシル基反応性末端封鎖剤の効果が高まっているものと推定される。
【００６３】
本発明の樹脂組成物に対しては、本発明の目的を損なわない範囲で、充填剤（ガラス繊維
、炭素繊維、天然繊維、有機繊維、セラミックスファイバー、セラミックビーズ、アスベ
スト、ワラステナイト、タルク、クレー、マイカ、セリサイト、ゼオライト、ベントナイ
ト、モンモリロナイト、ドロマイト、カオリン、微粉ケイ酸、長石粉、チタン酸カリウム
、シラスバルーン、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸バリウム、酸化カルシウム
、酸化アルミニウム、酸化チタン、ケイ酸アルミニウム、酸化ケイ素、石膏、ノバキュラ
イト、ドーソナイト、木粉、紙粉および白土など）、安定剤（酸化防止剤、光安定剤など
）、難燃剤（臭素系難燃剤、燐系難燃剤、アンチモン化合物、メラミン化合物など）、滑
剤、離形剤、染料や顔料を含む着色剤、核化剤（タルク、有機カルボン酸金属塩、有機カ
ルボン酸アミドなど）および可塑剤（ポリエステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤、多価
カルボン酸エステル系可塑剤、リン酸エステル系可塑剤、ポリアルキレングリコール系可
塑剤およびエポキシ系可塑剤など）などを添加することができる。
【００６４】
また、本発明の樹脂組成物に対しては、本発明の目的を損なわない範囲で、他の熱可塑性
樹脂（例えばポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、アクリル樹脂、ポリフェニレ
ンサルファイド樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリエステル、ポリスルホン、
ポリフェニレンオキサイド、ポリイミド、ポリエーテルイミドなど）および熱硬化性樹脂
（例えばフェノール樹脂、メラミン樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ
樹脂など）及び軟質熱可塑性樹脂（例えばエチレン／グリシジルメタクリレート共重合体
、エチレン／プロピレンターポリマー、エチレン／ブテン－１共重合体などの軟質ポリオ
レフィン系ポリマー、各種コアシェル型エラストマー、ポリエステルエラストマー、ポリ
アミドエラストマーなど）などの１種以上をさらに含有させることができる。
【００６５】
本発明の樹脂組成物の製造方法については特に限定されるものではないが、例えばポリ乳
酸樹脂、ポリアセタール樹脂、カルボキシル基反応性末端封鎖剤および必要に応じてその
他の添加剤を予めブレンドした後、樹脂の融点以上において、１軸または２軸押出機を用
いて均一に溶融混練する方法を好ましくあげることができる。また、予めポリ乳酸樹脂と
カルボキシル基反応性末端封鎖剤を溶融混練した後に、ポリアセタール樹脂、カルボキシ
ル基反応性末端封鎖剤および必要に応じてその他の添加剤を溶融混練する方法も用いるこ
とができる。
【００６６】
本発明の樹脂組成物は、独特の特性を持つ組成物であり、射出成形や押出成形などの方法
によって、各種成形品に加工し利用することができる。
【００６７】
上記の樹脂組成物から得られる本発明の成形品としては、射出成形品、押出成形品、ブロ
ー成形品、フイルム、シート、ボトルおよび繊維などが挙げられ、未延伸フィルム・シー
ト、一軸延伸フィルム、二軸延伸フィルム、ラミネートフィルム、発泡シートなどの各種
フイルム・シート、および未延伸糸、延伸糸、超延伸糸など各種繊維として、いずれも好
適に利用することができる。また、これらの成形品は、電気・電子部品　（各種ハウジン
グ、歯車、ギアなど）、建築土木部材、自動車部品（内装・外装部品など）、農業資材、
包装材料衣料および日用品など各種用途に利用することができる。
【００６８】
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【実施例】
以下に、実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、これらは本発明を限定するもの
ではない。
【００６９】
　［実施例１～３、比較例１～１２］
　Ｄ体の含有量が１．２％であり、ヘキサフルオロイソプロパオールを溶媒に、ゲルパー
ミエーションクロマトグラフィーで測定したＰＭＭＡ換算の重量平均分子量が１６万であ
るポリＬ乳酸樹脂、ＡＳＴＭＤ１２３８法に従い１９０℃、２．１６ｋｇ荷重で測定した
メルトインデックス値が２７ｇ／１０分であり融点が１７０℃であるポリアセタールコポ
リマー（東レ株式会社製“アミラス”Ｓ７３１）および下記に示した各種カルボキシル基
反応性末端封鎖剤、反応触媒、金属不活性化剤を、それぞれ表１、表２に示した割合で混
合し、３０ｍｍ径の２軸押出機により、シリンダー温度２１０℃、回転数１５０ｒｐｍの
条件で溶融混練を行い、樹脂組成物を得た。
【００７０】
なお、表１、表２におけるカルボキシル基反応性末端封鎖剤（Ａ）、反応触媒（Ｂ）、金
属不活性化剤（Ｃ）の符号は、次の内容を示すものである。
【００７１】
Ａ－１：ビスフェノールＡ型グリシジルエーテル化合物（ジャパンエポキシレジン社製“
エピコート”８１９）
Ａ－２：パーサティック酸グリシジルエステル（ジャパンエポキシレジン社製“カージュ
ラＥ”）
Ａ－３：ビス（２，６－ジイソプロピルフェニル）カルボジイミド（ラシッヒ社製“スタ
ビライザー７０００”）
Ａ－４：２，２′－ｍ－フェニレンビス（２－オキサゾリン）（武田薬品社製）
Ａ－５：ポリカルボジイミド化合物（日清紡績社製“カルボジライト”）
Ｂ－１：ステアリン酸ナトリウム（片山化学社製）
Ｂ－２：トリフェニルホスフィン（片山化学社製）
Ｃ－１：モノ－及びジ－ステアリルアシッドホスフェート（旭電化工業社製“アデカスタ
ブ”ＡＸ－７１）
Ｃ－２：３－（Ｎ－サリチロイル）アミノ－１，２，４－トリアゾール（旭電化工業社製
“アデカスタブ”ＣＤＡ－１）
得られた樹脂組成物について、ガラス転移温度（Ｔｇ）およびポリアセタール樹脂の降温
時の結晶化温度（Ｔｃ）を、差動走査熱量計（ＤＳＣ）を用い、昇降温速度２０℃／分で
測定した結果を表１、表２に併せて示す。なお、用いたポリアセタール樹脂単独のＴｃは
１４０℃であった。
【００７２】
また、得られた樹脂組成物について、シリンダー温度２１０℃、金型温度６０℃で射出成
形を行ない、３．２ｍｍ厚の引張試験用の試験片を得た。このとき、成形時の試験片の変
形及び着色を目視で観察した。また、得られた試験片を用い、ＡＳＴＭ法Ｄ６３８に準じ
て引張試験を行い引張弾性率および引張強度を測定した。さらに、試験片を温度６０℃、
湿度９５％の条件で２００時間湿熱処理した後、試験片の変形を目視で観察するとともに
、引張強度を測定し、引張強度保持率を導出した。これらの結果を表１、表２に併せて示
す。
【００７３】
【表１】
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【表２】
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　表１、表２の結果から明らかなように、本発明のポリ乳酸樹脂、ポリアセタール樹脂、
ステアリン酸ナトリウム、トリアゾール化合物およびホスフェート系化合物から選ばれる
一種以上を溶融混練してなる樹脂組成物は、比較例に示した、ポリ乳酸樹脂にカルボキシ
ル基反応性末端封鎖剤のみを溶融混練したものやポリ乳酸樹脂とポリアセタール樹脂のみ
を溶融混練したものよりも、高い加水分解特性を示しており、また、成形時や湿熱処理時
の変形も少なく、優れた成形性、機械特性、耐熱性、耐加水分解性を有している。また、
さらに金属触媒不活性化剤を用いることで、特性を低下させることなく着色を防止できる
。
【００７６】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明の樹脂組成物は、優れた成形性、機械特性、耐熱性、耐加水
分解性を有するものであり、この樹脂組成物からなる本発明の成形品は、上記の特性を生
かして、電気・電子部品、建築土木部材、自動車部品、農業資材、包装材料および日用品
など各種用途に有効に利用することができる。
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